
○データを提供する主体のプライバシーや営業秘密の保護が確保され、データ提供
者の安心が向上する。

○データの信頼性が確保され、受け取る側の確認コストが低減し、処理スピードが
向上する。

○これらにより、信頼性ある自由なデータのやりとりや活用が円滑化することで、
DFFTが実現される。

Trusted Web共同開発支援事業費
令和３年度補正予算額 ２.７億円（新規）

○様々な社会活動のデジタル化が進む一方で、フェイクニュース
等のデータそのものの信頼への懸念、先鋭化していくプライ
バシーリスク、データの取扱いへの懸念からくる産業界にお
けるデータ活用の停滞、勝者総取り等によるエコシステムの
サステナビリティへの懸念など、信頼できる自由なデータ流
通（DFFT）を妨げる、様々な歪みが生じている。

○これらの懸念は、データそのものが信頼できない、データのや
り取りをする相手を信頼できない、相手方におけるデータの
取扱いを信頼できないといった現状が主な原因と考えられる。

○こうした中で、インターネット上で、DFFTを確保する枠組みを
構築すべく、特定のサービスに依存せずに、個人・法人によ
るデータのコントロールを強化する仕組み、やり取りする
データや相手方を検証できる仕組みなどの新たな信頼の枠組
みを付加することを目指す「Trusted Web」構想を実現してい
くために実証を行う。

○本事業を通じて、Trusted Webによって具体的に解決される課
題を「見える化」するとともに、さまざまな産業分野におけ
るユースケースを創出し、 Trusted Webの具現化及び国際標
準化、ひいてはDFFTの実現につなげる。なお、本事業は、内
閣官房等と連携して取り組む。

事業の目的

○DFFTの実現に向けて、データのやりとりをめぐり「信頼」の確保に関する現実の
課題を有する企業と、解決ツールを提供できる企業との共同開発プロジェクト
を公募し、そのプロトタイプ／システム開発を支援する。

○Trusted Web の４つの機能のうち、少なくとも３つの機能に関する課題を有する
ことを要件とする。

（参考）Trusted Webの４つの機能
①Identifier（識別子）管理機能

データの主体（個人や法人）自らが識別子を発行・管理し、その識別子を自らの様々な属性情報と紐づけ
ながら、自らの属性情報の開示範囲をコントロールでき、これにより、プライバシーや営業秘密の保護を
実現する。

②Trustable Communication機能
第三者によるお墨付きやレビュー等を受けた自らの属性情報（卒業証明、検査結果など）を自らが管理し、
相手に対し必要な範囲で開示する。受け手は、発行者等に都度照会することなく、属性の確からしさを検
証できる。

③Dynamic Consent機能
データをやり取りする際に、双方で様々な条件設定をして合意を行うプロセスと結果を管理することがで
きる。データのやり取りにおける条件をコントロールし、また、双方の意思を反映し、齟齬があれば動的
に修正できる。

④Trace機能
合意形成のプロセスや合意事項の履行状況をモニタリングし、検証できる。

事業の概要・イメージ

国 民間事業者

スキーム図（資金の流れ）
期待される効果・成果イメージ
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